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「（仮称）中原区西加瀬プロジェクト」 （仮称）中原区西加瀬プロジェクト 

「川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例」及び 

「川崎市ワンルーム形式集合住宅等建築指導要綱」の手続き等の経過 

平成２６年１１月２０日

〃  

平成２７年 １月１５日

１月２０日

〃  

〃  

１月２２日

１月２９日

２月 ２日

２月 ６日

２月 ９日

２月１８日

２月２３日

３月 ６日

３月 ６日

３月 ９日

市が事業者からの事前届出書を受理

市がワンルーム形式集合住宅等建築計画書を受理

市が事業者からの事業概要書を受理

事業者が事業計画通知書を通知

事業者が標識を設置

事業者が個別説明を行う（２２日まで）

市が事業者からの標識設置届を受理

事業者が住民説明会を開催（近隣関係住民２６名）

近隣関係住民から事業者へ要望書提出（１通）

事業者が要望書に対する見解書を近隣関係住民に通知

事業者からの説明報告書 受理

ワンルーム形式集合住宅等建築計画書の協議完了

近隣関係住民から市長への意見書 受理（１２通）

事業者から近隣関係住民へ意見書に対する見解書を

通知

市が事業者からの承認申請書を受理

市が承認通知書を交付

承認後の経過 

平成２７年 ３月２３日 指定確認検査機関による建築確認済証の交付

※０００は川崎市ワンルーム形式集合住宅等建築指導要綱の手続きの経過を示す

建 築 計 画 の 計 画 概 要 

１ 事 業 者    住所 東京都中野区東中野 4－6－2 
         氏名 株式会社 伸和技研

代表取締役 熊谷 善徳

２ 設 計 者    住所 東京都渋谷区渋谷 2－14－13 岡崎ビル 408 
         氏名 株式会社 デザイン・ファクトリー

代表取締役 長谷川 寛

３ 工事施工者    住所 東京都港区芝浦 3－17－11 
氏名 株式会社 合田工務店

   専務取締役 篠原 毅彦

４ 事業計画の名称   （仮称）中原区西加瀬プロジェクト

５ 建設地の地名・地番 川崎市中原区西加瀬 169－1 
６ 地域地区等

用 途 地 域 第１種住居地域

防 火 指 定 準防火地域

高 度 地 区 第３種高度地区（最高高さ２０ｍ）

指定建ぺい率 ６０％

指 定 容 積 率 ２００％

日 影 規 制 ５ｈ／３ｈ・４ｍ

７ 建築物の用途    共同住宅（ワンルーム） 

８ 構造及び階数    鉄筋コンクリート造 地上５階

９ 敷地面積      １１７４．４５㎡

１０ 建築面積       ７３３．９７㎡

１１ 延べ面積      ２９９７．９３㎡

１２ 建築物の高さ      １５．３０ｍ

１３ 住戸数           １０９戸 

１４ 予定工期      平成２７年５月１日～平成２８年３月３１日
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２・３階平面図 S=1/200
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４階平面図 S=1/200
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7５階平面図 S=1/200
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日影図
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請願に対する事業者の見解

請願項目 事業者の見解

１  一戸建てかファミリー型マンション

への計画変更、せめてファミリー型タ

イプの併設に建築計画の変更をするよ

う事業者に働きかけていただきたいこ

と

本計画はワンルームマンションと

しての収支を見込んで用地取得をし

ておりますので計画を変更すること

は出来かねます。

２  事業者は説明会を開催し、住民要望

に耳を傾け誠意を持って話し合うこと

計画そのものの変更、工事協定書締

結まで着工しない事などの議題につ

いては対応出来かねますが、工事の説

明や工事協定書の内容協議であれば

説明会を開催させていただきます。

３ 事業者は、工事協定書を締結し、締結

までは工事着工はしないこと

工事協定書の締結まで工事着工を

しないことについては対応出来かね

ますが、新築工事の工事協定案を提出

させて頂いております。内容について

のご質問等がございましたら、対応さ

せて頂く準備をしております。
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（仮称）Ｎ－ＳＴＡＧＥ元住吉新築工事 （仮称）Ｎ－ＳＴＡＧＥ元住吉新築工事 

「川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例」及び 

「川崎市ワンルーム形式集合住宅等建築指導要綱」の手続き等の経過 

平成２７年 ５月２９日

  ６月１２日

６月１５日

６月２５日

６月２６日

６月２７日

７月 ２日

７月 ９日

７月２２日

７月２４日

７月２７日

８月 ７日

８月２０日

１０月 ６日

１０月１４日

１０月１６日

市が事業者からの事前届出書を受理

市がワンルーム形式集合住宅等建築計画書を受理

市が事業者からの事業概要書を受理

事業者が事業計画通知書を通知

事業者が標識を設置し、市へ標識設置届を提出

事業者が個別説明を行う（７月３日まで）

事業者が住民説明会を開催（近隣関係住民１５名）

近隣関係住民から事業者へ要望書提出（１通(連名））

事業者が住民説明会を開催（近隣関係住民１５名）

事業者が要望書に対する見解書を近隣関係住民に通知

事業者からの説明報告書 受理

近隣関係住民から市長への意見書 受理（１通(連名)）

事業者から近隣関係住民へ意見書に対する見解書を

通知

ワンルーム形式集合住宅等建築計画書の協議完了

市が事業者からの承認申請書を受理

市が承認通知書を交付

承認後の経過 

平成２７年１０月２９日 指定確認検査機関による建築確認済証の交付

※０００は川崎市ワンルーム形式集合住宅等建築指導要綱の手続きの経過を示す

建 築 計 画 の 計 画 概 要 

１ 事 業 者    住所 東京都新宿区新宿 5－8－1 
         氏名 日神不動産株式会社 代表取締役 堤幸芳

           住所 東京都千代田区六番町 1 
         氏名 イデア株式会社 代表取締役 夏堀之久

２ 設 計 者    住所 東京都千代田区霞が関 1－4－2
大同生命霞が関ビル 3F 

         氏名 株式会社 オンズデコ 代表取締役 菅野千秋

３ 工事施工者    未定

４ 事業計画の名称  （仮称）Ｎ－ＳＴＡＧＥ元住吉新築工事

５ 建設地の地名地番 川崎市中原区木月四丁目 1629 
６ 地域地区等

用 途 地 域 第一種住居地域・近隣商業地域

防 火 指 定 準防火地域

高 度 地 区 第３種高度地区（最高高さ２０ｍ）

指定建ぺい率 ６０％・８０％

指 定 容 積 率 ２００％

日 影 規 制 ５ｈ／３ｈ・４ｍ

７ 建築物の用途    共同住宅（ワンルーム） 

８ 構造及び階数    鉄筋コンクリート造 地上６階

９ 敷地面積       ６１９．２６㎡

１０ 建築面積       ３２１．０８㎡

１１ 延べ面積      １５１１．３４㎡

１２ 建築物の高さ      １７．５６ｍ

１３ 住戸数            ５０戸 

１４ 予定工期      平成２７年１１月１日～平成２８年１１月１日
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請願に対する事業者の見解

請願項目 事業者の見解

１  地域の状況を考慮して、総合調整条例をも

っと柔軟に適用していただけないか。例え

ば、私たちが考えていることは、駐車場の設

置を免除して、５階建てにする。これによっ

て敷地内の道路の設置が無くなり、緑地面積

も確保できます。

２  一戸建てかファミリーマンションへの計

画変更、せめてファミリー型タイプの併設に

計画を変更するよう事業者に働きかけてい

ただきたいこと。

ワンルームマンション事業を前提として

土地を取得しておりますので、その後のご近

隣様との調整の段階で、建物自体や事業の形

式に関わることまでの調整は難しいと考え

ます。

３ 事業主は、工事協定書を締結し、締結までは

工事着工しないこと。

施工者が決定した段階で、工事説明をさせ

て頂きます。協定書の締結については、お約

束できませんが、締結に向け努力して参りま

す。

４  総合調整条例、紛争調整条例など条例に基

づき認可された建築物が、その後決められた

管理事項が守られなかった場合、それを処罰

する方策が決められていない。条例に違反し

ても、罰則のない条例は意味がないのではな

いでしょうか。

５  大型ワンルームマンションの場合、管理者

を常駐させることを条件に入れていただき

たいと考えます。ワンルームマンションは、

昼間は無人に近いが、夜間には住民が戻って

きます。夜間に管理人が不在ということは、

マンション経営者がマンション管理の役割

を放棄した行為と考えます。ファミリーマン

ションの場合、マンション住民が、自主的に

管理組合を結成して管理が行われます。

エントランス付近に夜間連絡先を掲示す

る予定です。緊急の際は、こちらの連絡先に

連絡して頂く事となります。

管理員は共用部の清掃やゴミだし等を主

な業務として配置しているのであり、管理員

がご近隣様や居住者に関する問題について

解決をするわけではありません。管理会社担

当が扱う事項になります。

単に管理員が常駐する事でご近隣様とし

て安心感が増すという点では理解できます。

ただ、そのために相当な費用負担を続けてい

くのは現実的ではないと考えます。
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本市においては、建築紛争予防、円滑な相隣関係形成、良好な住環境保持等を目的とする

「川崎市ワンルーム形式集合住宅等建築指導要綱」を策定し、昭和 62 年４月から運用を行

っています。ワンルームマンションへの社会的要請に対して、良好な居住環境の整備を誘導

するため、最低住戸専用面積の見直しや、建物規模に応じた適切な管理を誘導するため、住

戸数に応じた管理体制の見直し、及び近隣住民と入居者とを結ぶ地域コミュニティへの参加

誘導等に関する事項を要綱に追加する改正を行うことについて、意見を募集します。 

■ 意見募集期間 

平成２８年１月１５日（金曜日）から平成２８年２月１５日（月曜日）まで必着。 

（当日消印有効） 

■ 閲覧場所及び配布場所 

川崎市役所（まちづくり局指導部建築指導課窓口） 

  区役所（市政資料コーナー）、支所及び出張所の閲覧コーナー 

  教育文化会館、各市民館及び同分館、各図書館及び同分館 

かわさき情報プラザ 

■ 意見の提出方法 

１ 郵送又は持参 〒２１０－８５７７ 

         川崎市川崎区宮本町６番地 明治安田生命ビル７階 

川崎市まちづくり局 指導部 建築指導課 

２ ＦＡＸ    ＦＡＸ番号：０４４－２００－０９８４ 

  ３ 電子メール  市ホームページのパブリックコメント専用ページから所定 

の方法により送信 

■ 問い合わせ先 

川崎市まちづくり局 指導部 建築指導課 電話番号：０４４－２００－３０８８ 

■ その他 

１ 意見書の書式は自由です。必ず「題名」、「氏名（法人又は団体の場合は、名 

称及び代表者の氏名）」 及び「連絡先（電話番号、ＦＡＸ番号、メールアドレ 

ス又は住所）」を明記してください。 

２ 電話や来庁による口頭での御意見はお受けできませんので御了承ください。 

３ お寄せいただいた御意見は、個人情報を除き、類似の内容を整理又は要約 

した上で、御意見とそれに対する本市の考え方を取りまとめてホームページ 

等で公表する予定です。 

「川崎市ワンルーム形式集合住宅等建築指導要綱」の改正

について皆様の意見を募集します。 

資料４
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 1

川崎市ワンルーム形式集合住宅等建築指導要綱（案） 

（目的） 

第１条 この要綱は、ワンルーム形式集合住宅等の建築及び管理について必要な基準を定

めることにより、良好な居住環境の確保と管理の明確化を図ることを目的とする。 

（用語の意義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下

「法」という。）によるほか、次に定めるところによる。 

（１） ワンルーム形式集合住宅等 ワンルーム形式の住戸（住室を含む。以下同じ。）を

有する共同住宅、寮及び寄宿舎をいう。 

（２） ワンルーム形式の住戸 専用面積（ベランダ、バルコニー及びメーターボックス

を除く。以下同じ。）が３０平方メートル未満の住戸又は住室（管理人室を除く。）

をいう。ただし、住室にあっては、台所（湯沸室を含む。）、便所及び浴室（シャワ

ー室を含む。）を設けたものに限る。 

（３） 建築主等 建築主、所有者及び建築主又は所有者からワンルーム形式集合住宅等

の管理業務の委託を受けたものをいう。 

（適用の範囲） 

第３条 この要綱は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条第１項第１号に規

定する用途地域の指定されている地域において、ワンルーム形式の住戸の数が、第１種

低層住居専用地域及び第２種低層住居専用地域（以下「低層住居専用地域」という。）内

にあっては１０戸以上、その他の地域内にあっては１５戸以上のワンルーム形式集合住

 2

宅等（以下「ワンルーム建築物」という。）に適用する。ただし、高齢者の居住の安定確

保に関する法律（平成１３年法律第２６号）第５条第１項に規定するサービス付き高齢

者向け住宅事業に係る登録を受けた高齢者向けの賃貸住宅、その他これに類する高齢者

専用住宅等（食堂、共同浴室、機能訓練室又は相談員室等を有する等、明らかに高齢者

専用住宅等として利用されることが想定されるもの）は要綱の対象としない。 

２ 用途地域が低層住居専用地域とその他の地域にまたがる場合は、その敷地の過半の属

する地域にあるものとみなす。 

（建築主等の責務） 

第４条 建築主等は、ワンルーム建築物の建築又は管理にあたっては、第１条の目的に従

い、良好な居住環境の確保及び適正な管理に努めるものとする。 

（事前協議） 

第５条 建築主は、第６条に規定する標識を設置する前までに、ワンルーム形式集合住宅

等建築計画書（第１号様式）（以下「建築計画書」という。）を市長に提出し、協議する

ものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、川崎市建築行為及び開発行為に関する総合調整条例（平成

１５年条例第２９号。以下「総合調整条例」という。）の対象事業に該当する場合は、総

合調整条例第１２条の事業概要書を提出する前までに、又は川崎市中高層建築物等の建

築及び開発行為に係る紛争の調整等に関する条例（平成７年条例第４８号。以下「紛争

調整条例」という。）の中高層建築物に該当する場合は、紛争調整条例第９条第１項の標

識を設置する前までに、建築計画書を提出し、協議するものとする。 

３ 前２項の協議事項について変更が生じた場合は、建築主は速やかにその変更について

参考資料
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 3

ワンルーム形式集合住宅等建築計画書（変更）（第１号様式）を市長に提出するものとす

る。 

（建築計画の事前公開） 

第６条 建築主は、ワンルーム建築物の建築を行う場合は、建築計画の周知を図るため、

当該建築物の予定地の見やすい場所に、法第６条第 1 項若しくは法第６条の２第 1 項に

規定する確認の申請又は法第１８条第２項に規定する計画の通知をしようとする日の１

４日前までに、建築計画の概要を記載した標識（第２号様式）を設置し、速やかに標識

設置届（第３号様式）を市長に提出するものとする。 

２ 総合調整条例第１３条第１項又は紛争調整条例第９条第１項の規定により標識を設置

した場合においては、前項の規定による標識を設置したものとみなす。 

３ 第１項に規定する標識は、第１０条の届出を提出するまで設置しなければならない。 

４ 建築主は、第１項に規定する標識を設置した場合は、建設予定地の隣接する住民に、

ワンルーム建築物の建築計画及び管理等について、説明会その他適切な方法により説明を

行い、その説明の内容について、速やかに、市長に説明報告書（第４号様式）を提出する

ものとする。 

（建築に関する基準等） 

第７条 建築主は、ワンルーム建築物を建築しようとする場合は、次の基準に適合するよ

う計画するものとする。 

（１） ワンルーム形式の住戸の専用面積は、２５平方メートル以上とすること。ただし、

ワンルーム形式の住戸の数が２０戸未満の場合は２０平方メートル以上とすること

ができる。 
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（２） ワンルーム形式の住戸の居室の天井高は、２．３メートル以上とすること。 

（３） ワンルーム形式の住戸の数が３０戸以上の場合は、管理人室を設置すること。 

（４） ワンルーム形式の住戸の数の２分の１以上の台数の自転車置場を設けること。 

（５） ワンルーム形式の住戸の数の１０分の１以上の台数の自動二輪車等置場（道路交

通法（昭和３５年法律１０５号）第２条第１項第１０号に規定する原動機付自転車

及び同法第３条に規定する大型自動二輪車及び普通自動二輪車をいう。）を設けるこ

と。 

（６） ごみ置場を確保すること。 

（７） 敷地内の空地は、できる限り植栽をすること。 

（管理に関する基準） 

第８条 建築主は、ワンルーム建築物を建築しようとする場合は、次の各号に掲げるワン

ルーム形式の戸数に応じ、それぞれ当該各号に掲げる基準に適合する管理人（建築主等

からワンルーム建築物の管理業務の委託を受け、ごみの搬出及び集積場の管理、緊急時

の連絡等の業務を行う場合は、当該建築主等を管理人とみなす。以下同じ。）を配置する

ものとする。ただし、建築主等が、管理人の業務を行う場合は、当該建築主等を管理人

とみなす。 

（１） １００戸以上の場合 常時駐在すること。ただし、ごみ収集日を含む週５日以上、

かつ１日当たり８時間以上管理人が駐在する場合であって、管理人が不在の時間帯

についても管理人による管理と同等の管理が行えると認められるときはこの限りで

はない。 

（２） ５０戸以上１００戸未満の場合 ごみ収集日を含む週５日以上、かつ１日当たり

８時間以上駐在すること。 
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（３） ５０戸未満の場合 ごみ収集日を含む週５日以上、かつ１日当たり４時間以上駐

在すること。ただし、３０戸未満の場合 必要に応じて巡回して管理することがで

きる。 

２ 建築主等は、管理人が不在の場合は、入居者及び近隣住民（以下、「関係者」という）

からの苦情等に緊急に対応できる管理体制を確保するものとし、その連絡先を記載した

緊急連絡先表示板（第５号様式）を、当該ワンルーム建築物の敷地内で関係者が見やす

い場所に設置しなければならない。 

３ 建築主等は、近隣に迷惑を及ぼさないようにするため管理規約等を定め、入居者にこ

れを遵守させるものとする。 

４ 建築主等は管理に必要な駐車場を確保すること。ただし、ワンルーム形式の住戸の数

が３０戸未満で、当該敷地から近接した場所に駐車施設を確保できる場合などは、この

限りではない。 

（地域コミュニティの形成） 

第９条 建築主等は、地域との良好なコミュニティ形成に取り組むよう努め、入居者に対

して町内会・自治会への自発的な加入に資する情報を提供するよう努めなければならな

い。 

（工事完了届） 

第１０条 第５条の規定により協議をした建築主は、当該協議に係るワンルーム建築物の

工事が完了したときは、管理に関する事項を記載した工事完了届（第６号様式）を市長

に提出するものとする。 

（管理状況の報告） 
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第１１条 建築主等は、市長からワンルーム建築物の管理の状況等について、報告を求め

られた場合は、報告を行わなければならない。 

２ 建築主等は、ワンルーム建築物を第三者に転売、譲渡又は転貸する場合は、この要綱

の規定に基づく協議内容等について、当該第三者に承継させなければならない。 

（委任） 

第１２条 この要綱の施行に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この要綱は、昭和６２年４月１日から施行し、昭和６２年６月１日以降に法第６条第

１項の規定に基づく確認の申請を行うものから適用する。 

２ この要綱の施行の際、現に中高層建築物の建築指導に関する実施細目第４項に基づき

標識設置報告書を提出しているものについては、この要綱は適用しない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成５年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱は、平成５年１０月１日以降、ワンルーム形式集合住宅等建築計画書の提出

があったものから適用し、同日前に当該計画書及び標識設置報告書の提出があったもの

については、なお、従前の例による。 

附 則 

（施行期日） 
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１ この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第３条及び第７条第４号の規定の適用については、都市計画法及び建築基準法の一部

を改正する法律（平成４年法律第８２号）附則第３条に規定する告示の日までの間は、

同号中「第１種低層住居専用地域，第２種低層住居専用地域」とあるのは「第１種住居

専用地域」と、「第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域」とあるのは「第

２種住居専用地域」と、「第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域」とあるのは「住

居地域」とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成９年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱は、平成９年１０月１日以降、ワンルーム形式集合住宅等建築計画書の提出

があったものから適用し、同日前に当該計画書及び標識設置報告書の提出があったもの

については、なお、従前の例による。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱は、平成１６年４月１日以降適用し、同日前に当該計画書及び標識設置報告

書の提出があったものについては、なお、従前の例による。 

附 則 

（施行期日） 
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１ この要綱は、平成２１年９月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱は、平成２１年１０月１日以降、法第６条第１項若しくは法第６条の２第 1

項に規定する確認の申請又は法第１８条第２項に規定する計画の通知を行なうものから

適用する。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年９月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱は、平成２８年９月１日以降、ワンルーム形式集合住宅等建築計画書の提出

があったものから適用し、同日前に当該計画書及び標識設置報告書の提出があったもの

については、なお、従前の例による。 
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